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議案第１９号

令和２年度能美市一般会計予算

令和２年度能美市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ２１，８６０，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度

額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方

法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、２，０００，０００千円と定める。

（能美市一般会計）
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（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）各項に計上した給料、職員手当及び共済費（報酬に係る共済費を除く。）に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款

内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和２年２月２６日提出

能美市長 井 出 敏 朗

（能美市一般会計）



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 市 税 ８，３５０，０００

1 市 民 税 ３，３３０，７００

2 固定資産税 ３，９７９，４００

3 軽自動車税 １２８，５００

4 市たばこ税 ３００，９００

5 入 湯 税 ７，５００

6 都市計画税 ６０３，０００

2 地方譲与税 ２１７，０００

1 地方揮発油譲与税 ５０，０００

2 自動車重量譲与税 １６０，０００

3 森林環境譲与税 ７，０００

3 利子割交付金 ４，０００

1 利子割交付金 ４，０００

4 配当割交付金 ２３，０００

1 配当割交付金 ２３，０００

5 株式等譲渡所得割交付金 １３，０００

1 株式等譲渡所得割交付金 １３，０００

-  3  - (能美市一般会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

6 法人事業税交付金 ７９，０００

1 法人事業税交付金 ７９，０００

7 地方消費税交付金 １，０４４，０００

1 地方消費税交付金 １，０４４，０００

8 ゴルフ場利用税交付金 ３４，０００

1 ゴルフ場利用税交付金 ３４，０００

9 環境性能割交付金 ２０，０００

1 環境性能割交付金 ２０，０００

10 地方特例交付金 ５０，０００

1 地方特例交付金 ５０，０００

11 地方交付税 ３，９５０，０００

1 地方交付税 ３，９５０，０００

12 交通安全対策特別交付金 ３，４００

1 交通安全対策特別交付金 ３，４００

13 分担金及び負担金 ２８６，５９３

1 分 担 金 ６，４５０

2 負 担 金 ２８０，１４３

-  4  - (能美市一般会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

14 使用料及び手数料 ２９０，５９０

1 使 用 料 １９６，２４５

2 手 数 料 ９４，３４５

15 国庫支出金 ２，１４５，７７９

1 国庫負担金 １，５０９，４２３

2 国庫補助金 ６２５，１２８

3 国庫委託金 １１，２２８

16 県 支 出 金 １，０２９，９９７

1 県 負 担 金 ６４９，９９０

2 県 補 助 金 ２６８，７０２

3 県 委 託 金 １１１，３０５

17 財 産 収 入 １７，２３０

1 財産運用収入 １４，４５９

2 財産売払収入 ２，７７１

18 寄 附 金 ６５，０８７

1 寄 附 金 ６５，０８７
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

19 繰 入 金 ２，０１４，３１１

1 基金繰入金 ２，０１２，４７７

2 特別会計繰入金 １，８３４

20 繰 越 金 ５０，０００

1 繰 越 金 ５０，０００

21 諸 収 入 ３０７，４１３

1 延滞金、加算金及び過料 ２

2 預 金 利 子 ７００

3 貸付金元利収入 ５０，０００

4 受託事業収入 １９，０２５

5 雑 入 ２３７，６８６

22 市 債 １，８６５，６００

1 市 債 １，８６５，６００

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ２１，８６０，０００
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     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 議 会 費 ２０９，６０１

1 議 会 費 ２０９，６０１

2 総 務 費 ２，２０８，８７８

1 総務管理費 １，８０２，１７７

2 徴 税 費 ２６５，７０３

3 戸籍住民基本台帳費 ７９，８１５

4 選 挙 費 ２８，１７３

5 統計調査費 １６，２０４

6 監査委員費 １６，８０６

3 民 生 費 ８，１０７，３３６

1 社会福祉費 ３，８３７，２９５

2 児童福祉費 ３，９９６，２７６

3 生活保護費 ２７３，７２５

4 災害救助費 ４０

4 衛 生 費 １，６１４，１２６

1 保健衛生費 ８８０，７７０

2 環境衛生費 ２０８，６８０
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

3 清 掃 費 ５２４，６７６

5 労 働 費 ２３，８４２

1 労 働 諸 費 ２３，８４２

6 農林水産業費 ４０２，８６０

1 農 業 費 ３５６，１９８

2 林 業 費 ４６，１９５

3 水 産 業 費 ４６７

7 商 工 費 ５０３，４０１

1 商 工 費 ５０３，４０１

8 土 木 費 ２，０８０，６３１

1 土木管理費 １４９，１７９

2 道路橋りょう費 ７１１，０７５

3 河 川 費 １６，１９４

4 都市計画費 １，１２７，９９８

5 住 宅 費 ７６，１８５

9 消 防 費 １，０５０，９３８

1 消 防 費 １，０５０，９３８
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

10 教 育 費 ２，８４７，２６５

1 教育総務費 ３８８，６１０

2 小 学 校 費 ３１２，４７１

3 中 学 校 費 １４９，１９４

4 社会教育費 １，２２２，３５１

5 保健体育費 ７７４，６３９

11 災害復旧費 ２５０

1 災害復旧費 ２５０

12 公 債 費 ２，７０２，７７９

1 公 債 費 ２，７０２，７７９

13 諸 支 出 金 ８８，０９３

1 基 金 費 ８８，０９３

14 予 備 費 ２０，０００

1 予 備 費 ２０，０００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ２１，８６０，０００
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能美市土地開発公社に対する債務保証 令和２年度

金融機関が能美市土地開発公社に事業資金４０億円
を貸し付けたことに係る債務保証については、支払
い完了までの期間に対し年利５％以内の割合で算定
される利子相当額を加算した額を限度とする。

第 ２ 表　債 務 負 担 行 為

事　　　　　項 期　間 限　度　額

-  10  - （能美市一般会計）



起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円

公共事業等 138,400

防災・減災・国土強靭化緊急対策事業 4,800

一般廃棄物処理事業債 2,400

一般補助施設整備等事業 17,600

施設整備事業（一般財源化分） 56,900

地域活性化事業　 174,400

防災対策事業 1,500

緊急防災・減災事業 286,400

公共施設等適正管理推進事業 508,200

緊急自然災害防止対策事業 75,000

臨時財政対策債 600,000

計 1,865,600

第 ３ 表　地　　方　　債

普通貸借又は
証券発行

５.０％以内（た
だし、利率見直し
方式で借り入れる
場合は、当該見直
し後の利率）

政府資金については、その融資条
件により、銀行その他の場合に
は、その債権者と協定するものと
する。ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮
し、もしくは繰上償還又は低利債
に借換することができる。

-  11  - （能美市一般会計）



‐ 1 ‐ （能美市国民健康保険特別会計）

議案第２０号

令和２年度能美市国民健康保険特別会計予算

令和２年度能美市の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，５００，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和２年２月２６日提出

能美市長 井 出 敏 朗



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 国民健康保険税 ９１４，５０７

1 国民健康保険税 ９１４，５０７

2 使用料及び手数料 １０

1 手 数 料 １０

3 国庫支出金 ４，５６５

1 国庫補助金 ４，５６５

4 県 支 出 金 ３，２３５，３８５

1 県負担金・補助金 ３，２３５，３８５

5 財 産 収 入 １，０８５

1 財産運用収入 １，０８５

6 寄 附 金 １０

1 寄 附 金 １０

7 繰 入 金 ３４３，３２１

1 一般会計繰入金 ３２８，１４０

2 基金繰入金 １５，１８１

8 繰 越 金 １０

1 繰 越 金 １０
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(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

9 諸 収 入 １，１０７

1 延滞金加算金及び過料 １，０４０

2 預 金 利 子 １０

3 雑 入 ５７

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４，５００，０００
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     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 ６５，６１０

1 総務管理費 ５６，９８０

2 徴 収 費 ８，４８１

3 運営協議会費 １４９

2 保険給付費 ３，１７４，４９５

1 療 養 諸 費 ２，７５４，１７９

2 高額療養費 ４０６，１５０

3 移 送 費 ６０

4 出産育児諸費 １０，５０６

5 葬 祭 諸 費 ３，６００

3 国民健康保険事業費納付金 １，１９６，８９６

1 医療給付費分 ８４０，６４４

2 後期高齢者支援分 ２６３，５２２

3 介護納付金分 ９２，７３０

4 共同事業拠出金 １０

1 共同事業拠出金 １０

5 保健事業費 ５４，５６３

-  4  - (能美市国民健康保険特別会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 保健事業費 １９，０５２

2 特定健康診査等事業費 ３５，５１１

6 基金積立金 １，０８５

1 基金積立金 １，０８５

7 公 債 費 ５００

1 公 債 費 ５００

8 諸 支 出 金 ５，８４１

1 償還金及び還付加算金 ４，００７

2 繰 出 金 １，８３４

9 予 備 費 １，０００

1 予 備 費 １，０００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４，５００，０００
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‐ 1 ‐ （能美市後期高齢者医療特別会計）

議案第２１号

令和２年度能美市後期高齢者医療特別会計予算

令和２年度能美市の後期高齢者医療特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６３０，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３５，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）後期高齢者医療広域連合納付金の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間

の流用

令和２年２月２６日提出

能美市長 井 出 敏 朗



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 保 険 料 ４９２，６９８

1 後期高齢者医療保険料 ４９２，６９８

2 使用料及び手数料 ２０

1 手 数 料 ２０

3 寄 附 金 １０

1 寄 附 金 １０

4 繰 入 金 １３６，７６２

1 一般会計繰入金 １３６，７６２

5 繰 越 金 １０

1 繰 越 金 １０

6 諸 収 入 ５００

1 延滞金及び過料 ２０

2 償還金及び還付加算金 ４５０

3 雑 入 ３０

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ６３０，０００
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     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 １０，６９５

1 総務管理費 ５７７

2 徴 収 費 １０，１１８

2 後期高齢者医療広域連合納付金 ６１８，７９５

1 後期高齢者医療広域連合納付金 ６１８，７９５

3 諸 支 出 金 ４６０

1 償還金及び還付加算金 ４５０

2 繰 出 金 １０

4 予 備 費 ５０

1 予 備 費 ５０

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ６３０，０００

-  3  - (能美市後期高齢者医療特別会計) 



‐ 1 ‐ （能美市介護保険特別会計）

議案第２２号

令和２年度能美市介護保険特別会計予算

令和２年度能美市の介護保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４，３７８，２００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

３００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおり

と定める。

（１）保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和２年２月２６日提出

能美市長 井 出 敏 朗



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 保 険 料 １，０３６，３０７

1 介護保険料 １，０３６，３０７

2 使用料及び手数料 ４２

1 手 数 料 ４２

3 国庫支出金 ９２７，２５９

1 国庫負担金 ７２８，８２７

2 国庫補助金 １９８，４３２

4 支払基金交付金 １，１３３，７８４

1 支払基金交付金 １，１３３，７８４

5 県 支 出 金 ６３１，８１５

1 県 負 担 金 ５９７，１９２

2 県 補 助 金 ３４，６２３

6 財 産 収 入 １０

1 財産運用収入 １０

7 寄 附 金 １０

1 寄 附 金 １０

8 繰 入 金 ６４８，８１６

-  2  - (能美市介護保険特別会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 一般会計繰入金 ６４８，８１６

9 繰 越 金 ３０

1 繰 越 金 ３０

10 諸 収 入 １２７

1 延滞金、加算金及び過料 ４０

2 預 金 利 子 １０

3 受託事業収入 １０

4 雑 入 ６７

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４，３７８，２００

-  3  - (能美市介護保険特別会計) 



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 総 務 費 ７５，２７３

1 総務管理費 ３９，７１１

2 徴 収 費 ４，９９３

3 介護認定審査会費 ３０，５６９

2 保険給付費 ４，０８０，０００

1 介護サービス等諸費 ３，７８６，２００

2 介護予防サービス等諸費 ８１，２２０

3 その他諸費 ２，５３０

4 高額介護サービス等費 ７９，８５０

5 高額医療合算介護サービス等費 １２，１５０

6 特定入所者介護サービス等費 １１８，０５０

3 財政安定化基金拠出金 １０

1 財政安定化基金拠出金 １０

4 地域支援事業費 ２２１，６８４

1 介護予防・生活支援サービス事 １１９，１６３

業費

2 包括的支援事業・任意事業 １０２，５２１

-  4  - (能美市介護保険特別会計) 



(単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

5 基金積立金 １０

1 基金積立金 １０

6 公 債 費 １００

1 公 債 費 １００

7 諸 支 出 金 ９２３

1 償還金及び還付加算金 ９２３

8 予 備 費 ２００

1 予 備 費 ２００

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 ４，３７８，２００

-  5  - (能美市介護保険特別会計) 



- 1 -

議案第２３号

令和２年度能美市温泉事業特別会計予算

令和２年度能美市の温泉事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１６，４００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（一時借入金）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、１，０００千円

と定める。

令和２年２月２６日提出

能美市長 井 出 敏 朗

（能美市温泉事業特別会計）



第　１　表　　歳　入　歳　出　予　算

     （歳　入） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 使用料及び手数料 ８，５２１

1 使 用 料 ８，５２１

2 財 産 収 入 １４

1 財産運用収入 １４

3 繰 入 金 ６，９６５

1 基金繰入金 ６，９６５

4 繰 越 金 ９００

1 繰 越 金 ９００1 繰 越 金 ９００

歳　　　　　　　　入　　　　　　　　合　　　　　　　　計 １６，４００

- 2  - (能美市温泉事業特別会計)



     （歳  出） (単位：千円)

款 項 金　　　　　　　　　　　　額

1 温泉事業費 １６，３８６

1 温泉事業費 １６，３８６

2 諸 支 出 金 １４

1 基 金 費 １４

歳　　　　　　　　出　　　　　　　　合　　　　　　　　計 １６，４００

- 3  - (能美市温泉事業特別会計)



　（総　則）

　（業務の予定量）
業務の予定量は、次のとおりとする。
給水戸数
年間総配水量
一日平均配水量
主要な建設改良事業
１. 配水施設拡張事業
２. 配水管改良事業
３. 施設改良事業
４. 営業設備費

　（収益的収入及び支出）
収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款
　　第１項
　　第２項

　第１款
　　第１項
　　第２項
　　第３項

　　議案第２４号

令 和 ２ 年 度 能 美 市 水 道 事 業 会 計 予 算

第１条 令和２年度能美市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

第２条
 (１) １９,６６０戸
 (２) ７,００７,２００㎥
 (３) １９,１９７㎥
 (４)

第３条

　収　　　　　入
水 道 事 業 収 益 １,０８１,７００千円

営 業 収 益 ９１１,８４５千円
営 業 外 収 益 １６９,８５５千円

　支　　　　　出
水 道 事 業 費 用 ９８３,１００千円

営 業 費 用 ８７０,１９０千円
営 業 外 費 用 １１２,５１０千円
特 別 損 失 ４００千円

－ 1 － （能美市水道事業会計）



　（資本的収入及び支出）
資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

　 ３６１，８００千円は、過年度分損益勘定留保資金１８８，８６３千円、減債積立金１５０，０００円、
　 当年度分消費税資本的収支調整額２２，９３７千円で補填するものとする。）。

　第１款
　　第１項
　　第２項
　　第３項

　第１款
　　第１項
　　第２項

　（企業債）
起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

　（一時借入金）
一時借入金の限度額は、３００，０００千円と定める。

第４条

　収　　　　　入
資 本 的 収 入 ７１,４００千円

企 業 債 ４７,７００千円
工 事 負 担 金 ６,２００千円
分 担 金 １７,５００千円

　支　　　　　出
資 本 的 支 出 ４３３,２００千円

建 設 改 良 費 ７１,２００千円
企業債償還金 ３６２,０００千円

第５条

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

第６条

配 水 管 改 良 事 業 ３７,２００千円

施 設 改 良 事 業 １０,５００千円

　普通賃借又は証書
借入
　借入時期は令和２
年度とする。ただ
し、工事の進捗状況
等により起債の全部
又は一部を翌年度に
繰り越して借り入れ
ることができる。

　年５.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
場合は、当該見直し
後の利率）

　政府資金について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合
には、その債権者と協
定するものとする。た
だし、市財政の都合に
より据置期間及び償還
期間を短縮し、もしく
は繰上償還又は低利債
に借換することができ
る。

－ 2 － （能美市水道事業会計）



　（予定支出の各項の経費の金額の流用）
予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

　第１款水道事業費用のうち第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失に係る予算額に過不
足を生じた場合における項間の流用。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費を

　 その経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　職員給与費

　（たな卸資産の購入限度額）
たな卸資産の購入限度額は、１５，０００千円と定める。

　（他会計からの補助金）
第１０条 水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５５，２００千円と定める。

　（重要な資産の取得）
第１１条 重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

取得する資産 　　種　類 　　名　称 　　数　量

１. 配水管改良事業 構築物 配水管 φ50～75 Ｌ＝  100.0ｍ

２. 施設改良事業 機械及び装置 配水施設 取水ポンプ、投込式水位計

３. 営業設備費 　〃 メーター 　　　　 一式

処分する資産 　　種　類 　　名　称 　　数　量

構築物 配水管 φ50～75 Ｌ＝ 100.0ｍ
機械及び装置 配水施設 取水ポンプ、投込式水位計
　〃 メーター 　   Ｎ＝4,098個

令和２年２月２６日提出

　能美市長　井　出　敏　朗　　

第７条

 (１)

第８条

 (１) ４４,１４７千円

第９条

 (１)

 (２)

－ 3 － （能美市水道事業会計）



 （総　則）
第１条

 （業務の予定量）
第２条 　業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 給水事業所数　 １１社

(2) 年間総配水量　 辰口寺井地区工業用水道 １５,６４７,４００㎥
根上地区工業用水道 ３,９３０,０００㎥

(3) 一日平均配水量　 辰口寺井地区工業用水道 ４２,８７０㎥
根上地区工業用水道 １０,７６７㎥

(4) 主要な建設改良工事 辰口寺井地区工業用水道事業施設改良事業
辰口寺井地区工業用水道事業施設拡張事業
根上地区工業用水道事業施設改良事業
根上地区工業用水道事業施設拡張事業

 （収益的収入及び支出）
第３条 　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

辰口寺井地区工業用水道事業収益　　　　　　　　　　 ３５０,１００千円
２９７,５２０千円

５２,５８０千円

根上地区工業用水道事業収益　　　　　　　　　　　　　 １１９,８００千円
１１７,５２０千円

２,２８０千円

議案第２５号

  令和２年度能美市工業用水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 収　　　　入
第１款

第１項 営 業 収 益
第２項 営 業 外 収 益

第２款
第１項 営 業 収 益
第２項 営 業 外 収 益

令和２年度能美市工業用水道事業会計予算

－1－ 　(能美市工業用水道事業会計)



辰口寺井地区工業用水道事業費用　　　　　　　　　　　 ３４６,９００千円
３１８,８４０千円

２８,０６０千円

根上地区工業用水道事業費用　　　　　　　　　　 ９３,０００千円
７３,５７０千円
１９,４３０千円

 （資本的収入及び支出）
第４条

辰口寺井地区工業用水道事業資本的収入 １３４,９００千円
１３４,９００千円

辰口寺井地区工業用水道事業資本的支出　　　　　　　　　　　 ２２０,２００千円
１３５,１００千円

８５,１００千円

根上地区工業用水道事業資本的支出 ８４,２００千円
１９,７００千円
６４,５００千円

 支　　　　出
第１款

第１項 営 業 費 用
第２項 営 業 外 費 用

第２款
第１項 営 業 費 用
第２項 営 業 外 費 用

 収　　　　入
第１款

第１項 企 業 債

 支　　　　出
第１款

第１項 建 設 改 良 費
第２項 企 業 債 償 還 金

第２款
第１項 建 設 改 良 費
第２項 企 業 債 償 還 金

　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額１６９，
５００千円は、過年度分損益勘定留保資金１５５，１７１千円、当年度分損益勘定留保資金１，５３２千円及び当年
度分消費税資本的収支調整額１２，７９７千円で補填するものとする。）。

－2－ 　(能美市工業用水道事業会計)



 （企業債）
第５条 　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 （一時借入金）
第６条 　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

 （予定支出の各項の経費の金額の流用）
第７条 　予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第８条

(1) 職員給与費　　　　　 ２８,１７５千円

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

普通賃借又は証書借入 年５．０％以内

辰口寺井地区工業用水
道事業施設改良事業

１３４,９００千円 

　政府資金については、その融資
条件により、銀行その他の場合に
は、その債権者と協定するものと
する。ただし、市財政の都合によ
り据置期間及び償還期間を短縮
し、もしくは繰上償還又は低利債
に借換することができる。

　借入時期は令和２年度と
する。ただし、工事の進捗
状況等により起債の全部又
は一部を翌年度に繰り越し
て借り入れることができ
る。

（ただし、利率
見直し方式で借
り入れる場合
は、当該見直し
後の利率）

　第１款辰口寺井地区工業用水道事業費用及び第２款根上地区工業用水道事業費用のうち第１項営業費用、第２項営業
外費用に係る予算額に過不足を生じた場合における項間の流用。

　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費の金額をその
経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

－3－ 　(能美市工業用水道事業会計)



 （他会計からの補助金）
第９条 　辰口寺井地区工業用水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、１０，０００千円

と定める。

 （重要な資産の取得）
第１０条　重要な資産の取得及び処分は、次のとおりとする。

(1) 　取得する資産
1 .

 　（ 種　類 ）　 　　　（ 名　称 ）　　　　　　　　（ 数　量 ）　
　　  構築物            　 導水管　　　　　　　 　φ150～φ300　L=  563ｍ
　　  構築物            　 電線管　　　　　 　　 　φ50～φ100　L=2,500ｍ

(2) 　処分する資産
1 .

 　（ 種　類 ）　 　　　（ 名　称 ）　　　　　　　　（ 数　量 ）　
　　  構築物            　 導水管　　　　　　　 　φ150～φ600　L=706ｍ

令和２年２月２６日提出

能美市長　井　出　敏　朗

辰口寺井地区工業用水道事業施設改良事業

辰口寺井地区工業用水道事業施設改良事業
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 （総　則）
令和２年度能美市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

 （業務の予定量）
業務の予定量は、次のとおりとする。
接続戸数
年間総処理水量
一日平均処理水量
主要な建設改良事業
イ 公共下水道施設の耐震対策事業
ロ 公共下水道管渠の建設及び舗装復旧事業
ハ 農業集落排水処理施設の機能強化事業
ニ 流域下水道事業の建設に要する経費の負担

（収益的収入及び支出）
収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款
　　第１項
　　第２項
　　第３項

　第１款
　　第１項
　　第２項
　　第３項

議案第２６号

令 和 ２ 年 度 能 美 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

第１条

第２条
 (１) １７,２４９戸
 (２) ５,３６３,０００㎥
 (３) １４,６００㎥
 (４)

第３条

収　　　　入
下水道事業収益 １,７６４,１００千円

営 業 収 益 ７９８,５６０千円
営 業 外 収 益 ９６５,５２０千円
特 別 利 益 ２０千円

支　　　　出
下水道事業費用 １,７２７,４００千円

営 業 費 用 １,４５５,２２０千円
営 業 外 費 用 ２７１,４３０千円
特 別 損 失 ７５０千円
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（資本的収入及び支出）
資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対して不足する額

　 ５３６，８００千円は当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，０４５千円、引継金３３，０５５

　 千円及び過年度分損益勘定留保資金５０２，７００千円で補填するものとする。）。

　第１款
　　第１項
　　第２項
　　第３項
　　第４項
　　第５項

　第１款
　　第１項
　　第２項

（特例的収入及び支出）
地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により当該事業年度に属する債権及び債務として整理する

未収金及び未払金の金額は、それぞれ１２，８００千円及び２６，６００千円である。

（企業債）
起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

第４条

収　　　　入
資 本 的 収 入 １,０４６,９００千円

企 業 債 ６６６,３００千円
他会計補助金 ３３４,３４６千円
補 助 金 ２９,０００千円
受益者負担金 １６,９５４千円
分 担 金 ３００千円

支　　　　出
資 本 的 支 出 １,５８３,７００千円

建 設 改 良 費 １５２,３００千円
企業債償還金 １,４３１,４００千円

第４条の２

第５条

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

流 域 下 水 道 事 業 債 ４７,０００千円

公 共 下 水 道 事 業 債 ２３,２００千円

農 業 集 落 排 水 事 業 債 １０,９００千円

資 本 費 平 準 化 債 ５０４,２００千円

下 水 道 事 業 債
（ 特 別 措 置 分 ）

８１,０００千円

 普通貸借又は証書
借入

　借入時期は令和２
年度とする。ただ
し、工事の進捗状況
等により起債の全部
又は一部を翌年度に
繰り越して借り入れ
ることができる。

　年５.０％以内
（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
場合は、当該見直し
後の利率）

　政府資金等について
は、その融資条件によ
り、銀行その他の場合に
は、その債権者と協定す
るものとする。ただし、
市財政の都合により据置
期間及び償還期間を短縮
し、もしくは繰上償還又
は低利債に借り換えする
ことができる。
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（一時借入金）
一時借入金の限度額は、４４０，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第１款下水道事業費用のうち第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失に係る予算額に過不足を

生じた場合における項間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその

　 経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

職員給与費

（他会計からの補助金）
一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、８１７，６９３千円である。

（重要な資産の取得）
重要な資産の取得は、次のとおりとする。

種　類

取得する資産 構築物 Ｎ＝３０箇所　　

　〃 Ａ＝２，０００㎡

　〃 Ｎ＝１式　　　　
（鍋谷・舘）

令和２年２月２６日提出

能美市長　井　出　敏　朗

第６条

第７条

 (１)

第８条

 (１) ３２,２４９千円

第９条

第１０条

名　称 数　量

 (１) 公共下水道マンホール耐震対策

福島産業団地舗装本復旧

農業集落排水処理施設機能強化
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議案第２７号 

 

令和２年度国民健康保険能美市立病院事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和２年度国民健康保険能美市立病院事業会計の予算は次に定めるところによる。 

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は次のとおりとする。 

(１)病     院      

 一般病棟 ６０床（内訳：急性期一般病床 ２５床、地域包括ケア病床 ３５床） 

 療養病棟 ４０床（内訳：介護療養型医療施設 １２床、医療療養病床 ２８床） 

  入 院（年間） ３４，２９２人   入 院（１日平均患者数） ９４人 

  外 来（年間） ６５，９２５人   外 来（１日平均患者数） ２４４人 

(２)介護老人保健施設      

 入所定員（短期入所を含む） ７４人  通所リハビリテーション定員 ２５人 

  入所者（年間） ２５，５５０人   入所者（１日平均利用者数） ７０人 

  通所者（年間） ４，２８７人   通所者（１日平均利用者数） １７.５人 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。 

（収     入）  （支     出） 

第１款 病院事業収益 ２，０４０，８００千円  第１款 病院事業費用 ２，０４０，８００千円 

 第１項 医業収益 １，６４２，５３８千円   第１項 医業費用 ２，０２２，０７１千円 

 第２項 医業外収益 ３９８，２６０千円   第２項 医業外費用 １８，４２８千円 

 第３項 特別利益 ２千円   第３項 特別損失 ２０１千円 

    第４項 予備費 １００千円 

第２款 介護老人保健施設事業収益 ４１２，３００千円  第２款 介護老人保健施設事業費用 ４４６，７００千円 

 第１項 営業収益 ４０６，３８９千円   第１項 営業費用 ４３７，８７５千円 

 第２項 営業外収益 ５，９１０千円   第２項 営業外費用 ８，８２４千円 

 第３項 特別利益 １千円   第３項 特別損失 １千円 

 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は次のとおりと定める。 

（収     入）  （支     出） 

第１款 病院事業資本的収入 ２６６，１１９千円  第１款 病院事業資本的支出 ３３８，６２８千円 

第１項 企業債 １８９，２００千円  第１項 建設改良費 １８９，４３１千円 

 第２項 負担金 ７６，９１５千円  第２項 企業債償還金 １４９，１９７千円 

 第３項 補助金 ３千円    

 第４項 寄附金 １千円  

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額７２，５０９千円は過年度分損益勘定留保資金で補てんする。 
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（収     入）  （支     出） 

第２款 介護老人保健施設事業資本的収入 １０，４０１千円  第２款 介護老人保健施設事業資本的支出 ６０，７７２千円 

第１項 企業債 １０，４００千円  第１項 建設改良費 １１，９４９千円 

第２項 寄附金 １千円  第２項 企業債償還金 ４８，８２３千円 

資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額５０，３７１千円は当年度分損益勘定留保資金２３，９３４千円、減債積立金２６，４３７千円

で補てんする。 

  

（企業債）                                                     

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

(病院) 

施設整備事業 

医療機器整備事業 

 

(介護老人保健施設) 

施設整備事業 

 

１１１，７００千円 

７７，５００千円 

 

 

１０，４００千円 

 

普通貸借 

又は 

証券発行 

 

５．０％以内（ただし、

利率見直し方式で借りる

場合は、当該見直し後の

利率） 

 

政府資金については、その融資条件により、銀行その

他の場合は、その債権者と協定するものとする。ただ

し、その債権者と市財政の都合により据置期間及び償

還期限を短縮し、もしくは繰上償還又は低利に借換え

することができる。 

                 

（一時借入金）                                                 

第６条 一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用できる場合は、次のとおりと定める。 

(１)病     院 第１項医業費用、第２項医業外費用、第３項特別損失 

(２)介護老人保健施設 第１項営業費用、第２項営業外費用、第３項特別損失 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）                             

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費に流用し、またはそれ以外の経費の金額をその経費の金額に流用する場

合は、議会の議決を経なければならない。                               

(１)病     院 職員給与費 １，１９６，９８１千円  交際費 ３２０千円 

(２)介護老人保健施設 職員給与費 ３０２，２１６千円  交際費 １４０千円 

 

（他会計からの補助金）                                            

第９条 一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は次のとおりである。 

(１)病     院 ４６２，９５７千円  救急医療の確保に要する経費 ６３，２８８千円 

   医師等の研究研修に要する経費 １，８２３千円 

   追加費用に要する経費 １１，３５２千円 

   児童手当に要する経費 ９，０９３千円 

   基礎年金拠出金に要する経費 ３６，９９４千円 

   医師の派遣に要する経費 ４，１６６千円 

   公立病院改革プランに要する経費 ２，７００千円 

   企業債償還利子に要する経費 １，８８３千円 

   不採算地区病院の運営に要する経費 ６４，６００千円 

   高度医療に要する経費 ４０，１４３千円 

   企業債償還元金に要する経費 ７６，９１５千円 

   経営安定に要する経費 １５０，０００千円 
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（たな卸資産購入費の購入限度額）                                       

第１０条 たな卸資産購入費の購入限度額は次のとおりと定める。 

(１)病     院 ２３７，６２０千円     

(２)介護老人保健施設 １７，６２３千円     

 

（重要な資産の取得）                                          

第１１条 重要な資産の取得は次のとおりとする。 

種    類 名        称 数 量 備  考 

建物附帯設備 本館空調設備 １式 市立病院 

器械及び備品 ＣＴ装置 １式 市立病院 

 

       令和２年２月２６日 提出        

                                                                

                                     能美市長 井 出 敏 朗 

－5－ （能美市立病院事業会計）
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